○臨時的任用職員取扱規則
制　定　昭和63年２月24日規則第１号

改正　平成元年３月29日規則第２号

平成９年３月27日規則第２号

平成11年３月29日規則第５号

平成12年３月27日規則第３号

平成19年６月25日規則第10号
平成19年11月30日規則第14号
　滝川地区広域消防事務組合臨時職員取扱規則（昭和47年滝川地区広域消防事務組合規則第11号）の全部を改正する。

　（目的）

第１条　この規則は、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第22条第５項の規定に基づき、職員の臨時的任用に関し必要な事項を定めることを目的とする。

　（臨時的任用職員）

第２条　臨時の職又は緊急の場合等で消防長が必要と認め、事務、技術又は単純労務に従事する職員を臨時的任用職員という。

２　臨時的任用職員候補者は、臨時的任用職員登録願書（別記第１号様式）により、消防長に登録しなければならない。

３　登録の有効期間は、登録願書受付の日から１年間とする。

　（任用）

第３条　臨時的任用職員を必要とする所属長は、臨時的任用職員（期間更新）要望書（別記第２号様式）により、消防長の承認を得なければならない。

２　消防長は、所属長から要望書の提出があったときは、その必要の有無を審査し、必要があると認めるときは、あらかじめ登録された候補者の中から任用するものとする。ただし、登録された候補者の中に適任者がないときは、それ以外の者から任用することができる。

３　任用は、臨時的任用通知書（別記第３号様式）の交付をもって行う。

４　任用の期間は、６月以内とする。ただし、特にやむを得ない場合に限り、消防長の承認を得て最初の任用から１年を超えない期間まで更新することができる。

５　日々雇用する者については、第１項及び第３項の規定にかかわらず、臨時的任用職員（期間更新）要望書及び臨時的任用通知書を省略することができる。

　（賃金）

第４条　賃金は、時間給で定める。ただし、消防長が特に認めるときは、日額で定めることができる。

２　勤務を要する日で１日の実働時間が８時間を超えたときは、１時間につき前項の額（前項ただし書における１時間当たりの額は、その都度定める額）に100分の125（その勤務が、午後10時から翌日の午前５時までの間であるときは、100分の150）を、勤務を要しない日に勤務したときは100分の135（その勤務が、午後10時から翌日の午前５時までの間であるときは、100分の160)を乗じて得た額を支給する。この場合において、当該額に１円未満の端数を生じた場合には、その端数が50銭以上のときはこれを１円とし、50銭未満のときはこれを切り捨てる。

３　賃金の計算期間は、月の１日から末日までとし、その月の翌月の21日に支給する。ただし、支給日が勤務を要しない日又は休日等に当たるときは順次繰上げ、期間満了、退職及び日々雇用の者について、消防長が必要と認めたときは適宜繰り上げて支給する。

４　賃金の計算期間における合計勤務時間数（第２項の時間は別に計算した合計勤務時間数）に１時間未満の端数を生じた場合には、その端数が30分以上のときは１時間とし、30分未満のときは切り捨てる。

５　採用又は更新時における任用の期間が１月以上、通勤距離が片道２キロメートル以上で、定期券を購入して交通機関を利用し、又は常時交通用具を使用して通勤する者に、通勤手当として勤務日数に別に定める額を乗じた額を賃金に加給する。

６　前項の通勤状況の届出は、正規職員の例により、臨時的任用職員通勤状況届（別記第３号の２様式）により届出なければならない。

　（勤務時間その他の勤務条件）

第５条　勤務時間は、特殊な場合を除き、正規職員の勤務時間内とする。

２　休憩時間は、特殊な場合を除き１時間を超えない範囲で組合長が必要と認める時間とし、休日は正規職員の例に準ずる。

３　勤務の確認は、臨時的任用職員勤務時間確認表（別記第４号様式）により、所属長が行うものとする。

４　日々雇用の者については、前３項の規定にかかわらず、所属長が適宜決定する。
５　年次有給休暇は、消防長が別に定める要件を満たす者に対して消防長が別に定める日数を与える。

６　その他の勤務条件については、労働基準法（昭和22年法律第49号）の定めるところによる。

　（分限及び懲戒）

第６条　解雇（本人の責めに帰すべき理由による場合、任用期間満了による場合及び本人の意志に基づく場合の退職を除く。）の予告は、労働基準法第20条及び第21条の規定による。
２　懲戒については、正規職員の例に準ずる。　
　（その他の身分の取扱）

第７条　公務災害補償については、議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例（昭和49年滝川地区広域消防事務組合条例第８号）を適用する。ただし、労働者災害補償保険法（昭和22年法律第50号）の規定に基づく補償を受ける者については、この限りでない。

２　雇用保険法（昭和49年法律第116号）、厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）及び健康保険法（大正11年法律第70号）に基づく資格要件を有する場合は、これらの保険に加入させるものとする。

３　公務によって旅行したときは、職員等の旅費に関する条例（平成11年滝川地区広域消防事務組合条例第４号）別表第１に規定する級別区分第５級の例により旅費を支給する。

　　　附　則

１　この規則は、公布の日から施行し、昭和64年４月１日から適用する。ただし、第４条第５項及び第６項の規定は昭和63年１月１日から適用する。

２　この規則公布の日に、改正前の規定により現に任用又は登録されている者は、この規則により任用又は登録されたものとみなす。

　　　附　則（平成元年３月29日規則第２号）

　この規則は、公布の日から施行し、平成元年１月８日から適用する。

　　　附　則（平成９年３月27日規則第２号）

　この規則は、平成９年４月１日から適用する。

　　　附　則（平成11年３月29日規則第５号）

　（施行期日）

１　この規則は、平成11年４月１日から施行する。

　（経過措置）

２　この規則の施行の日において任用期間を更新された者の当該任用に係る年次有給休暇の付与に関する一の任用期間の算定については、なお従前の例による。

　　　附　則（平成12年３月27日規則第３号）

　（施行期日）

１　この規則は、平成12年４月１日から施行する。

　（平成12年４月に支給する賃金の計算期間の特例）

２　平成12年４月に支給する賃金の計算期間は、改正後の第４条第３項の規定にかかわらず、同年３月11日から31日までとする。

　　　附　則（平成19年６月25日規則第10号）
　この規則は、公布の日から施行し、平成19年６月１日から適用する。

　　　附　則（平成19年11月30日規則第14号）

　この規則は、公布の日から施行し、平成19年12月１日から適用する。

